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要旨

第１章 研究の背景・目的

日本の環境教育は、学校教育において行われるだけでなく自然学校という組織によっても進め

られた。自然学校はより参加型の活動を行い、児童生徒だけでなく、社会人も対象とし、人々の

環境意識を高めることに大きな役割を担っている。そこで、本研究では、自然学校を研究対象と

し、日本の自然学校の教育面と社会面の成果を分析するとともに、国際協力・国際交流と高齢化

社会に着目して、自然学校が直面している課題を明らかにする。これらにより、日本型環境教育

の知恵を明らかにし、中国の環境教育に提言する目的とした。

第２章 環境教育の歴史と現状

環境教育の歴史は一般に三つの期間に分けられる。この三期間について、世界と日本に分けて、

環境教育の歴史と現状を整理する。特に、国際協力・国際交流と高齢化の視点から、重要な環境

に関する国際会議における環境教育の変遷を考察した。その結果としては、環境問題の解決にお

いては、国際協力の重要性と必要性が十分認識されていると考えられるが、環境教育の推進にお

いて、国際協力・国際交流がどのように具体化されているのが不明である。また、日本は高齢化

社会に入ったことが認識されているものの、高齢者向けの環境教育に関しては未だ明確な言及が

見られず、環境教育の重点は相変わらず学校にあることが分かった。

第３章 環境教育を進める組織――自然学校

本章では、自然学校の定義、歴史、設立・運営主体、活動内容について論じ、環境保護への貢献と

地域の持続可能性への貢献という 2つの視点から、自然学校の貢献を明らかにした。自然学校は社会全

般を対象に環境保全への理解を促し、環境保護の意識を人々の心の中に根付かせるために貢献してい

るのみではなく、地元雇用、地域振興にも貢献している。

第４章 自然学校の課題と展望に関する調査

筆者は日本の自然学校における国際協力・国際交流活動と高齢化市民向けのプログラムの実施の現

状、将来の可能性及び課題を調査することを目的としてアンケート調査を実施した。対象数は 1781、回

答団体数は 109で、回収率は 6%であった。また、筆者はボランティアとして、2013年 11月 14 日から 17

日まで、環境教育の関係者が一堂に会する「清里ミーティング」に参加し、国際協力・国際交流と高齢化

市民の視点から環境教育に携わる方々にインタビューした。アンケートとインタビューで調査した結果、日

本の自然学校における国際協力・国際交流のプログラムの実施率は全体では39%にとどまり、常勤スタッ

フ数が多いほど実施割合は高くなった。内容については海外から研修生の受け入れやエコツアーを主と

して、自然学校の指導者養成、海外で自然学校を作るような内容はまだ少ない。グロバール化が進んで

いる現在、自然学校による国際協力・国際交流に関する活動の展開が世界中にますます期待されている。

しかし、地域ごとのニーズをどうやって把握できるか、日本の経験知をどうやってほかの国に当てはまるか

は今後の課題として、探索する必要性があると考えられる。また、高齢者向けのプログラムの実施率も

37%と低かった。高齢者には特別な配慮が必要なため、今後は高齢者向けのプログラムを作るべきであ

ろう。中国もこれから成人及び高齢者向けの環境教育を実施する際、日本が今面している課題に留意す



る必要がある。

第５章 日本の自然学校が中国の環境教育に与える示唆

中国における環境問題の現状と環境教育の実施状況について論じた。さらに日中両国の環境教育の

きっかけと現状を比較した上で、中国の環境教育に 6 点の示唆（①多様な内容の提供、②従来の環境教

育から ESD への転換、③様々な主体との連携の重視、④ビジネスの視点と環境教育の統合、⑤情報交

換の場の創設・ネットワーク化、⑥成人及び高齢者向けの環境教育の展開）をまとめた。その 6 点の示唆

について、先生方々にインタビューした結果、妥当との評価を得た。

第６章 終わりに

論文の第１章から第５章までの内容をふりかえり、章ごとに研究結果をまとめた。今後の課題として以下

の点が挙げられる。中国の自然学校に関する文献が少ないため、中国の自然学校の実態が十分に把握

されていない。中国の自然学校を対象とし網羅的な実地調査を行う必要がある。また、この研究では自然

学校の具体的な設立の条件には踏み込まなかったが、中国で自然学校を作るための制度上の条件や運

営上の課題について明らかにする必要がある。最後に、中国だけではなく、環境教育が黎明期にあるほ

かの国々に対して、日本型環境教育の知恵があてはまるかどうかについて明らかにすることが課題であ

る。
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